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大都市圏自治体連携の財政的可能性＊
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1．はじめに
　日本では，1956年の地方自治法改正後 60年以上にわたって，特別区制度を採っている東京都区
部を除き，大都市の権限・財源の枠組みを成す大都市制度は，「政令指定都市」制度に拠っている。
政令指定都市は，市域内の都市計画の決定や国県道・河川の一部の管理，児童相談所の設置や公立
小中学校教職員の任免・給与決定等，一般市では扱えない道府県事務の一部を行う権限を有してい
るが，基本的には，一般市と同様，道府県の行政区域に包含される基礎自治体であり，財源面にお
いても，軽油引取税の一部の交付等若干の特例措置はあるものの，基本的には一般市と変わらない
税財源措置の下に置かれている1）。そのため，人口規模が大きく，多様な行政需要に直面する政令
指定都市の側からは，指定都市に包括的な行政権限がないため責任ある対応ができない，道府県と
の役割分担が不明確で非効率な二重行政が生じる，指定都市が担う事務・役割に対応した税財政制
度が確立されていない等の問題点の指摘が行われ，政令指定都市制度が施行されて半世紀を経た
2000年代はじめ頃から，新たな大都市制度を模索する動きが顕著となってきている2）。
　新たな大都市制度の探求を進める場合に問題となるのは，政令指定都市の市域全体あるいは指定
都市と密接な関係を持つ近隣市町村を含む大都市圏全体にわたる都市計画，交通網の整備，河川管
理，公共施設の建設・管理，医療，教育，防災，観光など多岐にわたる広域行政の一元化をどのよ
うに図っていくかという点である。政令指定都市制度の下では，広域行政の主体は基本的には道府
県であるが，指定都市の市域内においては，その一部を指定都市が担う体制となっており，このよ
うな二元体制が，「二重行政」という言葉に象徴される行政の非効率性や指定都市と周辺市町村に
おける行政水準の格差（不公平性）につながっているとの批判の要因となってきたと考えられる。
 ＊ 本稿は，2019年度南山大学パッヘ研究奨励金 I―A―2による研究成果である。なお，本研究の遂行にあたっては，
2019年 10月 29日に仙台市役所において，大都市制度に関するヒアリング調査を行った。調査での聞き取り内容
を本稿で直接記述することはしていないが，ヒアリング調査では，本稿での検討を行う上で有益な情報を得ること
ができた。ヒアリング調査に対応して下さった仙台市まちづくり政策局政策企画部政策企画課地方分権・大都市制
度担当課長の郷古大氏及び同課主事中島敏氏のお二人に感謝の意を表しておきたい。また，ヒアリング調査に同行
し，本研究を進める上での有益な助言をいただいた名古屋市立大学の諏訪一夫特任教授にも厚く感謝申し上げる。
1）　平成 29（2017）年度より，政令指定都市に限り，従来道府県が負担していた市立小・中・特別支援学校教職員
の給与費を市が負担することとなった。これに伴い，指定都市市民から徴収される個人道府県民税所得割税収のう
ち，税率 2％分が，指定都市の個人市民税所得割に移譲されることとなった。
2）　［石見 2013］は，政令指定都市制度の問題点に関する研究のコンパクトなレビューを行っている。
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　そのため，新たな大都市制度の具体的提案である大阪府市における「大阪都構想」や指定都市市
長会による「特別自治市構想」では，いずれも広域行政権限の一元化をめざしている。「大阪都構想」
では，大阪市を 5～ 7程度の特別区に分割して特別区は基礎自治体事務・事業に専念する一方，広
域行政事務・事業は現在の大阪市内での実施を含めて大阪府（都）に一元化することをめざしてい
る。これに対して，「特別自治市構想」では，これまで道府県が担ってきた広域的行政事務・事業
を含め政令指定都市の市域内のすべての事務・事業を指定都市が担当し，市域内で（市民に）発生
するすべての税財源を指定都市が収納することをめざしている。この「特別自治市構想」は，指定
都市が道府県から独立した地方自治体となることを意味しており，広域行政権限を指定都市に一元
化する構想であると言える 3）, 4）。
　筆者は，［森 2018］において，直接には，特別自治市構想が，今後政令指定都市がめざすべき意
義のある制度構想であるかか否かを検証するために２つの要件を設定し，大阪市を含む「五大市」（横
浜市，名古屋市，京都市，大阪市，神戸市）について，これらの要件の充足状況を検討した。その
要件の一つは，指定市が，特別自治市となって道府県から独立した場合に，道府県から引継ぐ行政
事務を担っていくだけの財政基盤を備えることができるという条件であり，「特別自治市の財政的
可能性」の要件と名付けられた。道府県からの財政的自立性を求めるこの要件の成否の検証に当たっ
ては，大都市が特別自治市となる際に期待しうる道府県税収等の移譲財源（歳入増加額）と，道府
県から引継ぐ行政事務に要する経費（歳出増加額）との収支差が用いられ，収支差がプラスであれ
ば特別自治市化の財政的意義は認められるが，大都市の財政規模に比して大幅なマイナスとなるな
らば，特別自治市化は財政的意義の低い制度構想であると判断された。
　特別自治市が，政令指定都市がめざすべき望ましい大都市制度としての意義を持つためのもう一
つの要件として設定されたのは，「大都市圏の限定性」である。この要件は，政令指定都市と経済
的な結びつきを持つ近隣市町村の範囲や結びつきの程度が限定的であることを求めている。この要
件が充たされておらず，指定都市が広範囲にわたる近隣市町村と強い経済的結びつきを形成してい
る場合，指定都市が単独で特別自治市に移行すると，指定都市の市域内では指定都市が，近隣市町
村では道府県が広域的行政を担う二元体制となるが，このような行政体制の下では，指定都市と，
強い経済的結びつきを持つ近隣市町村で構成される一つの大都市圏内で，公共施設や公共サービス
3）　［指定都市市長会 2010，2011］参照。
4）　「特別自治市構想」は，1956年の地方自治法改正直後に最初に政令指定都市の指定を受けた「五大市」のうち大
阪市を除く 4市をはじめ多くの指定都市で今後の大都市制度構想の方向として掲げられている。横浜市は，2013
年 3月に「横浜特別自治市大綱」（［横浜市 2013］；横浜市政策局大都市制度推進室のホームページ http://www.city.
yokohama.lg.jp/seisaku/daitoshi/（2020年 3月 18日閲覧）よりダウンロード可能）を策定し，特別自治市を今後
実現を図るべき大都市制度として明確に掲げている。名古屋市では，2014年 3月に公表した「名古屋市がめざす
大都市制度の基本的な考え方」（［名古屋市 2014］，名古屋市総務局大都市・広域行政推進室「新たな大都市制度」
のページ http://www.city.nagoya.jp/somu/page/0000049372.html（2020年 3月 18日閲覧）からダウンロード可能）
の中で，同市が今後，名古屋大都市圏域の自治体間連携の推進とともに，名古屋市の特別自治市化をめざすことを
明確にしている。京都市と神戸市については，特別自治市化の追求を謳った文書は作成されていないが，それぞれ
の都市の大都市制度構想に関する web ページ（京都市については http://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/
page/0000175372.html（2020年 3月 18日閲覧），神戸市については https://www.city.kobe.lg.jp/a89138/shise/
kekaku/kikakuchosekyoku/bunken/daitoshi/index.htm（2020年 3月 18日閲覧）参照）上で，今後めざすべき新
たな大都市制度として，特別自治市を掲げている。
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の規模や内容に不統一が生じたり，公共施設の適正配置が損なわれたり，場合によっては，重複行
政が行われたり，行政の効率性や公平性が損なわれる事態が発生する恐れがある。したがって，指
定都市と近隣市町村との経済的結びつきが緊密で広範囲にわたる場合には，大都市圏が一体となっ
て計画的な広域行政を行う大都市制度を追求することが望ましく，指定都市が単独で道府県から独
立する特別自治市構想は望ましい大都市制度構想とは言えない。逆に言えば，特別自治市への移行
が大都市圏を構成する自治体全体にとって許容しうる大都市制度構想であるためには，大都市圏の
範囲が限定的で，圏内自治体間の経済的関係が比較的希薄である必要がある。この意味において，「大
都市圏の限定性」は，特別自治市が追求する意義のある大都市制度構想であるための要件の一つと
言える。［森 2018］では，指定都市と近隣市町村との経済的結びつきの程度を測る指標として，指
定都市の属する道府県内の各市町村の 15歳以上の常住就業者のうち，指定都市に通勤している就
業者の割合（就業者流出率）を用いて，就業者流出率が 10％以上の道府県内市町村の範囲を当該
指定都市の「大都市圏」とし，大都市圏内市町村数の府県内全市町村数に対する割合によって大都
市圏の範囲の大きさを判定し，また大都市圏内市町村のうち就業者流出率が 20％以上，30％以上
の自治体がどれほどあるかを見ることによって，大都市圏内市町村と大都市との経済的関係の緊密
さを判定した。
　［森 2018］は，五大市について上記の 2つの要件の充足状況検証した結果，大阪市と名古屋市は「特
別自治市の財政的可能性」の要件を充足していると言えるが，両市の大都市圏とみなされる近隣市
町村の範囲は広く，とくに大阪市の大都市圏は大阪府全体に及んでいることが明らかとなり，「大
都市圏の限定性」は充たされていないことが明らかとなった。他方，横浜市と神戸市については，
近隣市町村との経済的結びつきの程度は比較的希薄で，大都市圏の範囲も限定的であることが示さ
れたが，特別自治市として県から自立するだけの財政的基盤に欠けていることが示された5）。この
ように五大市に限定しても，特別自治市が今後の大都市制度構想として追求すべき意義のある制度
構想とみなされる都市は見出されなかったが，相対的には近隣市町村との経済的関係が希薄な横浜
市や神戸市に関しては，行政の効率化や財政基盤の強化を図りながら特別自治市化をめざすことが
相当であり，大都市圏の範囲が大阪府全体に及び強固な財政基盤を持つ大阪市については，大阪府
への広域行政権限の一元化と税財源の部分的移譲を含む「大阪都構想」に合理性が見出されると判
断された6）。問題は，残る 2市，とくに大都市圏の範囲が愛知県全体には及んでいないものの県西
部の大部分の市町村に広がっており，財政基盤も一定の強固さを持つ名古屋市の今後の大都市制度
のあり方である。［森 2018］では，名古屋市について，横浜市のような指定都市への行政の集中で
もなく，大阪市のような道府県への広域行政の一元化でもない第３の方向として，名古屋大都市圏
内の基礎自治体がそれぞれの独立性を保持しながらも，広域行政に関しては大都市圏内市町村が緊
密な連携関係を形成して一体的に担っていく「大都市圏自治体連携」を今後の大都市制度構想の方
向性とすべきであり，具体的には「大都市圏広域連合」の形成や，将来的には，大都市圏全体が県
から独立する「大都市特別自治圏」とも言うべき体制をめざすべきであると主張している。
　以上のように，五大市に限定した場合でも，今後の大都市制度構想には各政令指定都市の実情に
5）　京都市については，「財政的可能性」，「大都市圏の限定性」の要件のいずれも充足しているとはみなし難く，少
なくとも近い将来に特別自治市の方向をめざすことは適当でないと判断された。
6）　ただし，「大阪都構想」のもう一つの柱である大阪市の分割については，基礎自治体行政の効率性や分割区域の
財政的自立性の観点から疑問がある。この点については，［諏訪・森 2013］を参照されたい。
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即して多様な方向性が見出されることを踏まえて，筆者は，［森 2019］において，検討対象を 20
の政令指定都市全体に広げて，今後の大都市制度構想のあり方を検討した。
　検討を行う際の視点は，［森 2018］と同じく，各政令指定都市が道府県から独立して市域内にお
けるすべての事務事業を担うに足る以上の財政基盤を備えているか否か，道府県内の他市町村から
指定都市への就業者の集中の状況はどのようになっているかという点であるが，道府県からの財政
的自立度や就業者の集中度を測る尺度は，各政令指定都市の経済的・財政的構造を端的に示す指標
から簡単に導くことができる値に集約している。具体的には，指定都市が道府県から独立する場合
の歳入増加額と歳出増加額との収支差に関しては，道府県内全市町村の企業関係税収に占める当該
指定都市の企業関係税収の割合と道府県人口に占める指定都市人口の比率との差に，道府県の企業
関係税収を乗じ，当該指定都市への道府県支出金を差し引くことで「概算収支差」を算出し，これ
を当該指定都市の地方税収総額で除すことにより「財政的自立度指標」を求めた。また，道府県内
就業者の指定都市への集中度に関しては，道府県の雇用者報酬に対する指定都市の雇用者報酬の比
率を道府県人口に占める指定都市人口の比率で除すことによって「就業者集中度指標」として導出
した。
　その上で，財政的自立度指標の値が高い指定都市ほど道府県からの自立をめざす大都市制度構想
が相応しく，就業者集中度指標の値が高い指定都市ほど道府県内の近隣市町村との連携を重視した
大都市制度構想が相応しいとの判断を加えた。
　こうした検討の結果，［森 2019］では，財政的自立度指標も就業者集中度指標も群を抜いて高い
大阪市（財政的自立度指標 13.4％，就業者集中度指標 1.52）については，［森 2018］と同じく大阪
府に広域行政権限を一元化する大都市制度構想が相応しく，就業者集中度指標が 0.9強と比較的低
く，財政的自立度指標はマイナス 6～マイナス 9％程度と概算収支差は赤字であるが，地方税収の
１割以内に収まっている横浜市や川崎市，静岡市については，財政基盤の強化に努めつつ，特別自
治市の方向をめざすことが相応しいとの判断を示した。しかし，これら 2つの範疇に分類できない
中間的な位置付けの指定都市も多く存在し，中でも，就業者集中度指標の値が 1.2前後に達し，財
政的自立度指標の値もマイナス 2.8～プラス 3.5％の間にある福岡市，仙台市，千葉市，名古屋市
では，近隣市町村との密接な連携を保ちつつ，大都市圏全体として県からの財政的自立を図る「大
都市圏自治体連携」を今後の大都市制度構想の基礎とすべきであるとの判断を示した。
　そこで本研究では，「大都市圏自治体連携」が今後の大都市制度構想の方向として相応しいと判
断された 4つの政令指定都市のうち，首都圏に属する千葉市を除く福岡市，仙台市，名古屋市の 3
つの地方拠点政令指定都市について，各指定都市の大都市圏の範囲を改めて検討し，導出された大
都市圏内の市町村が県からの自立を可能とするだけの財政的基盤を有しているか否かを判定して，
これら 3市が「大都市圏自治体連携」を基礎とした大都市制度構想を追求することに意義を見出す
ことができるかどうかを考察する。
　本稿の以下の部分の構成は次の通りである。
　2節では，福岡市，仙台市，名古屋市の 3市について，各指定都市を中心とする大都市圏の範囲
を設定する。ここでは，各指定都市の大都市圏の具体的設定に先立って，大都市圏の設定の基準と
なる３つの考え方について記述する。その第 1は，県内各市町村から指定都市への就業者流出率で
あり，第 2の基準は，各指定都市を中心とする既存の市町村間連携組織の状況である。そして，第
3の基準として，大都市（圏）の効率的規模の測定を試みる。
　3節では，福岡市，仙台市，名古屋市の 3市について，2節で設定した大都市圏内の市町村が全
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体として，現在は県が行なっている圏域内での事務事業をすべて引継ぎ，他方で圏域内で（圏域内
市町村住民に）発生する県の税財源をすべて収納する場合の収支差を算出することによって，大都
市圏が圏域内の広域行政事務を担うことができる財政基盤を有しているか否かを判定する。本稿で
は，この検討を「大都市圏自治体連携の財政的可能性」の検証と呼ぶ。また，この節での収支差の
算出に当たっては，［森 2019］で行なった「概算収支差」の導出と同様な方法を用いる。
　4節では，本研究の検討結果を要約し，福岡市，仙台市，名古屋市における今後の大都市制度構
想の展開の方向を展望する。
　なお，本稿の検討で用いる各種のデータの年次（年度）は，就業者流出率の算出の基礎となる『国
勢調査』の最新年次が 2015年となっているため，すべて 2015年（度）に統一している。
2．福岡市，仙台市，名古屋市を中心とする「大都市圏」の設定
2.1　「大都市圏」設定の基準
　地域間の経済的結びつきの範囲を考えるに当たって重要な基準となるのはヒト・モノ・カネの移
動の範囲である。しかし，通信技術が飛躍的に発達した現代においてカネの動き（金融取引）は，
瞬時に国際間を駆け巡り，大都市圏といった国内の一定地域の範囲を決める基準とはならない。ま
た，陸上，海上，航空上の輸送手段が国内はおろか国際的にも発達している今日，モノの移動範囲
によって地域の範囲を設定することも困難である。このように考えると，地域のまとまりを考える
に当たって，一つの基準と考えられるのは，ヒトの移動範囲，それも移住や旅行といった非日常的
な移動ではなく，通勤，通学のような日常的移動の範囲が基準となりうる。とくに，生産活動への
貢献と所得の稼得という経済活動上の関係を重視すれば，就業者の通勤範囲に着目した地域のつな
がりが重要であると言える。［森 2018］では，このような観点から，五大市の属する府県内の他市
町村の 15歳以上の常住就業者のうちどれほどの割合が各指定都市に通勤しているかを「就業者流
出率」と呼び，就業者流出率が 10％以上の府県内市町村の範囲を各指定都市の「大都市圏」と想
定した。本稿でも，福岡市，仙台市，名古屋市を中心とする「大都市圏」の範囲の設定に当たって
一つの基準となるのは，この就業者流出率の水準であると考える。ただし，就業者流出率が 10％
以上の県内市町村の範囲を各都市の「大都市圏」として機械的に設定するのではなく，以下に述べ
る 2つの基準や大都市圏と県域との地理的関係をも考慮した上で，大都市圏の範囲の設定を行うこ
ととする。
　本稿では，単に 3つの政令指定都市との経済的関係の密接さのみを基準として「大都市圏」の範
囲の設定を行うわけではなく，将来的には，大都市圏内の市町村が連携して圏域内のすべての行政
を担っていく大都市制度の一類型となりうる範囲として，大都市圏を考えている。したがって，現
在すでに，そのような行政主体となりうる自治体連携の組織が萌芽的にも形成されているのであれ
ば，その組織を構成している自治体の範囲を「大都市圏」の範囲を設定する基準の一つとして考慮
することが望ましいと言える。そこで，本稿における福岡市，仙台市，名古屋市の「大都市圏」の
範囲設定に当たっての第 2の基準として，これら 3市のそれぞれを中心とする既存の自治体間連携
組織の有無やその活動内容を見ておくこととする。
　本稿で，福岡市，仙台市，名古屋市を中心とする「大都市圏」の範囲を考察する際のもう一つの
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基準として，大都市（圏）の効率的人口規模を考える7）。大都市（圏）に人口が集中することによっ
て地域の生産活動が活発となり，所得の増加が期待できる。その所得は，大都市（圏）に居住する
地域住民にとっては私的消費の源泉であり，大都市（圏）の行政当局にとっては，地方税収等の財
源の源泉となる。したがって，大都市（圏）の住民が稼得する所得は，大都市（圏）にとっての経
済的成果を表していると考えられる。他方で，大都市（圏）に人口が集まり，多様な行政需要が高
まってくると，その行政需要を充たすための財政支出も拡大する。この財政支出の規模は，大都市
（圏）を運営するための経費と見ることができる。したがって，経費である財政支出に対して，成
果である地域所得がどのような比率になっているかは，費用対効果の観点から大都市（圏）の適正
規模を求める際の効率性の指標となると考えられ，この場合の適正規模は，大都市（圏）の財政支
出に対する地域所得の比率が最大となる人口規模であると見ることができる。
　以下では，この適正規模，すなわち大都市（圏）の財政支出に対する地域所得の比率が最大とな
る人口規模を具体的に試算するために，政令指定都市の市民所得と人口との関係，及び政令指定都
市の歳出総額と人口規模との関係を求め，これをもとに，歳出総額に対する市民所得の比率（倍率）
が最大となる人口規模（大都市（圏）の効率的人口規模）を求めることとする。この試算において
用いるデータは，2015年の国勢調査人口，2015年度の市民所得及び普通会計歳出総額であり，サ
ンプルは，市民所得のデータが得られなかった相模原市，静岡市，堺市，北九州市，熊本市を除く
15の政令指定都市である。
　図１は，横軸に，人口（人）の自然対数値を測り，縦軸に市民所得（百万円）の自然対数値と歳
出総額（百万円）の自然対数値を測って，15の政令指定都市についてそれらの値の組合せ（人口
対数値と市民所得対数値の組合せについては●，人口対数値と歳出総額対数値の組合せについては
○）をプロットし，近似曲線を付加したものである。この図を見ると，市民所得の対数値について
は，上に凸の緩やかな曲線によって近似され，歳出総額の対数値については，右上がりの直線で近
似されることがわかる。
　そこでまず，市民所得 Yの対数値を人口 Nの対数値及び人口の対数値の 2乗によって説明する
回帰式を設定し，OLSによって推定して次式の結果を得た。
 lnY＝－9.98764＋2.43038lnN－0.04529（lnN）2　　R2＝0.94529 （1）
 （－0.34890） （0.60492） （－0.35143）
ただし定係数推定値の下の（ ）内の数値は t値を，R2は補正重決定係数を表している。
　定係数の推定値はいずれも有意とはならなかったが，補正重決定係数は0.945と高い値を示し，（1）
式の説明力はかなり高いことが判明した。
　次に，歳出総額 Cについて，人口との対数線形関係を想定し次の推計式を得た。
 lnC＝－2.61480＋1.12716lnN　　R2＝0.93815 （2）
 （－2.39209） （14.60674）
7）　都市における経済活動の効率性の観点から適正な都市の人口規模を検討した研究に関しては，例えば［中村・金
内 2001］が挙げられる。なお，本稿の以下の部分については，［中村・大塚 2003］を参考としている。
森　徹 23
ただし定係数推定値の下の（　）内の数値は t値を，R2は補正決定係数を表している。
　歳出総額については，定係数の推定値はいずれも 1％水準で有意であり，補正決定係数も 0.938
とかなり高い説明力を示す結果となった。
　（1）式及び（2）式の推計結果を前提とすれば，大都市（圏）の効率性の指標である歳出総額に対す
る市民所得の比率の対数値は，次式のように表される。
 ln YC＝lnY－lnC＝－7.37284＋1.30322lnN－0.04529（lnN）
2 （3）
　したがって，大都市（圏）の効率性を最大化する人口規模の対数値は，（3）式の最右辺を lnNで
微分した式の値をゼロとした方程式を解いて，lnN *＝1.30322 ⁄ 2×0.04529＝14.3875と求められ，
大都市（圏）の効率的な人口規模は約 177万人であると導かれる。
　この人口規模の下での効率性（歳出総額に対する市民所得の倍率）は，ほぼ 7.4（倍）であるが，
図 2に示したように，大都市（圏）の人口規模が効率的水準を超えても 300万人程度の範囲内であ
れば，効率性の低下は 0.1ポイント以内にとどまる。これに対して，人口規模がさらに 150万人程
度拡大して 450万人程度となると効率性の低下幅は 0.2ポイントに拡大し，さらに人口規模が 600
万人に達すると，効率性はさらに 0.2ポイント以上低下し，7倍を割り込み，6.91倍程度にまで低
下する。こうした観察に基づけば，効率性の観点から許容しうる大都市（圏）の人口規模は 300万
人程度までと考えられ，500万人以上の人口規模を擁する大都市圏の形成は，過大であると言えよう。
図 1．政令指定都市における人口と市民所得，歳出総額との関係（対数値） 
（出所） 内閣府『県民経済計算』（平成 18年度―平成 28年度），総務省『市町村決算状況調』
（平成 27年度）所収のデータに基づき筆者作成。
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2.2　福岡市の大都市圏の範囲の設定
　以下では，前項で取り上げた就業者流出率，既存の自治体間連携組織の状況，大都市圏の効率的
人口規模の 3つの基準に照らして，福岡市，仙台市，名古屋市のそれぞれの大都市圏として適切な
県内市町村の範囲を具体的に設定する。
　まず福岡市について大都市圏の範囲を設定するための資料となる情報が表 1に示されている。こ
の表に掲載された市町は，福岡市への常住就業者流出率が 10％以上の福岡県内の自治体であり，
就業者流出率の高い順に並べられている。表 1では，福岡市とこれらの 10市 8町のそれぞれにつ
いて，後述する「福岡都市圏広域行政推進協議会」の構成自治体であるか否か（構成自治体の場合
は○を記載），人口，及び参考資料として 2015年度の財政力指数を示している。
　表 1に示された福岡市を含む 11市 8町は，福岡県西北部に隣接し合いながら立地しており，こ
れらの自治体が密接な連携の下で福岡県から行政的に自立したとしても，そのことによって県域が
分断されるような事態は起こらない。また，福岡市への就業者流出率も，20％未満となっているの
は小郡市，宗像市，筑前町の 3自治体のみであり，他の福岡市以外の 15自治体の福岡市への就業
者流出率は 20％以上に上り，福岡市との経済的関係はかなり密接であると言える。ただし，就業
者流出率 10％以上のこれら市町の人口規模は福岡市を含めると 259万人に達しており，前項で求
めた大都市圏の効率的人口規模（177万人）を 80万人程度上回っている。その点からすれば，大
都市圏の範囲をより限定して，例えば，就業者流出率が 40％以上の 7市町に限ることも考えられ
るが，この場合には次に述べる既存の自治体間連携組織を構成する自治体の多くが福岡市の大都市
圏から外れてしまうことになり，将来の大都市制度構想の展開を考える上での大都市圏の設定とい
う観点からは，適切な範囲設定とは言えない。
　「福岡都市圏広域行政推進協議会」は，国が定めた大都市周辺地域振興整備措置要綱に基づき，
1977年 10月に福岡県知事が広域行政圏を設定したことを受けて，1978年 1月に発足した。2009
図 2．人口規模と効率性（歳出総額に対する市民所得の倍率）との関係 
（出所） （1）式及び（2）式の推計結果に基づき筆者作成。
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年 3月末に知事が設定する広域行政圏は廃止されたが，表 1に○印を付した 17の構成市町は，そ
の後も地方自治法に基づく協議会として「福岡都市圏広域行政推進協議会」を核に広域行政の推進
を図っていくことを確認し今日に至っている。
　協議会では，これまで 5次にわたる「広域行政計画」を策定し，現在進行中の第 5次計画は「ふ
くおか都市圏まちづくりプラン」（計画期間 2011～ 2020年度）と名付けられている。このプラン
では，災害対策・安全安心ネットワークの構築，医療・救急医療体制の充実，水資源・水利用の推
進，下水道の整備，都市交通ネットワークの充実，自然環境の保全，歴史・文化の保全・継承・創
出，地域の自然・歴史・文化・食を活かした観光の展開等を目標に掲げ，福岡都市圏全体で連携し
て目標の実現に当たっていくことが謳われている。 協議会では，こうした目標に沿った具体的共
同事業として，福岡市立こども病院の運営，消防司令の共同運用，図書館やスポーツ施設の共同利
用等の事業を行っている。
　「福岡都市圏広域行政推進協議会」は，構成自治体が福岡県から独立することをめざした組織で
表 1．福岡大都市圏の範囲設定の基礎資料
市町村名
福岡市への就業者
流出率（％）
福岡都市圏広域
行政推進協議会
人口（人） 財政力指数
1 福岡市 ― ○ 1,538,681 0.88 
2 粕屋町 45.4 ○ 45,360 0.82 
3 春日市 42.8 ○ 110,743 0.72 
4 新宮町 42.2 ○ 30,344 0.85 
5 那珂川市 41.6 ○ 50,004 0.69 
6 志免町 40.8 ○ 45,256 0.72 
7 糸島市 40.4 ○ 96,475 0.53 
8 大野城市 39.5 ○ 99,525 0.79 
9 篠栗町 34.7 ○ 31,210 0.52 
10 久山町 32.7 ○ 8,225 0.78 
11 太宰府市 31.8 ○ 72,168 0.67 
12 須恵町 29.8 ○ 27,263 0.55 
13 宇美町 28.9 ○ 37,927 0.56 
14 筑紫野市 28.0 ○ 101,081 0.75 
15 古賀市 26.9 ○ 57,959 0.67 
16 福津市 23.4 ○ 58,781 0.55 
17 小郡市 17.5 57,983 0.64 
18 宗像市 16.4 ○ 96,516 0.59 
19 筑前町 10.3 29,306 0.46 
就業者流出率 10％以上圏域 2,594,807 0.67 
福岡都市圏広域行政推進協議会【福岡大都市圏】 2,507,518 0.68 
就業者流出率 40％以上圏域 1,775,132 0.74 
（出所） 総務省『平成 27年国勢調査』，『市町村決算状況調』（平成 27年度），福岡都市圏広域行政推進協議会『ふく
おか都市圏まちづくりプラン』より筆者作成。
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はなく，これまでに協議会が主体となって行われてきた共同事業も福岡都市圏内での広域行政の全
体からすればまだまだ限られた分野にとどまっていると言える。しかし，少なくとも目標レベルに
おいては，圏域内の広域行政の多くの分野に踏み込んでいく姿勢を示しており，本稿で考えている
大都市圏自治体連携に基づく大都市制度構想に合致した考え方に立った組織であるとみなすことが
できる。したがって，福岡市を中心とする大都市圏の範囲を設定するに当たっては，表 1に掲げた
市町から，久留米市の都市圏に含まれるとみなされる小郡市と筑前町を除いた「福岡都市圏広域行
政推進協議会」の構成自治体の範囲とすることが適当であると考えられる。
　この範囲に属する市町はすべて福岡市への就業者流出率が 10％以上であり，宗像市を除けば，
流出率が 20％以上となっていることから，就業者流出率を基準とした大都市圏の範囲設定とも整
合的であると考えられる。圏域内の総人口は，就業者流出率 10％以上の圏域より 10万人弱少ない
ものの大都市圏の効率的人口規模に比べると 70万人程度上回っている。しかし，図 2を基にした
検討で述べた許容範囲（300万人程度以下）には収まっている。
　以上のような検討結果から，本稿では，福岡大都市圏の範囲を，「福岡都市圏広域行政推進協議会」
の構成自治体である 10市 7町と設定する。
2.3　仙台市の大都市圏の範囲の設定
　次に，仙台市については，表 2に，大都市圏の範囲を設定するための基礎資料が示されている。
この表に掲げられた市町村は，仙台市と仙台市への就業者流出率が 10％以上の市町村であり，仙
台市を除く 5市 11町 1村は，就業者流出率の高い順に並べられている。この就業者流出率 10％以
上の圏域の総人口は，仙台市を含めると約 161万人であり，2.1で導出した大都市圏の効率的人口
規模にかなり近い規模となっている。しかし地理的には，これらの市町村は宮城県の中南部に位置
しており，この圏域内の市町村が連携して宮城県からの行財政面での自立を進めると，宮城県の行
政区域は南端部と中北部に分断されることになり，現在の都道府県制度を前提とした場合には，実
現性のある大都市制度構想の基盤圏域とはみなし難い。ただし，この点は，仙台市が単独で宮城県
から自立する方向での大都市制度構想を考えた場合でも同様に生じる問題点であり，本稿での仙台
大都市圏の範囲設定の議論では，留意はすべきものの，大都市圏設定の絶対的な制約として受け取
ることはしないこととする。
　表 2に掲げた市町村の大部分は，福岡市の場合と同様，1977年に設定された仙台都市圏で設立
された「仙台都市圏広域行政推進協議会」の構成自治体であり，川崎町，柴田町，大河原町，村田
町を除く 6市 7町 1村がこの協議会の現在の構成自治体となっている（表 2で○を付した市町村）。
「仙台都市圏広域行政推進協議会」では，これまで 5次にわたる広域行政計画を策定し，現在進行
中の計画は「第 5次広域行政計画」（計画期間 2012～ 2021年度）である。この広域行政計画は，
東日本大震災発生直後の 2012年度に策定されたため，震災からの復興が最大の課題と位置付けら
れ，国や県への復興事業の要望が中心であり，協議会が主体となって仙台都市圏での広域行政を積
極的に推進していくための事業計画としての色彩は薄いものとなっている。実際，「仙台都市圏広
域行政推進協議会」が行っている現在の共同事業は，圏域内に設置されている図書館の相互利用事
業や小・中学生が地域の歴史博物館等の施設を無料で利用できるための「どこでもパスポート」事
業等，広域行政のかなり限られた分野にとどまっている。
　こうした「仙台都市圏広域行政推進協議会」の活動状況を考えると，この協議会が将来的に自治
体連携に基づく広域行政主体となって新たな大都市制度の類型を生み出す萌芽的組織であるとみな
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すことは難しいと言える。したがって，本稿で検討している新たな大都市制度の基盤をなす「大都
市圏」の範囲設定に当たっては，「仙台都市圏広域行政推進協議会」の構成自治体の範囲にこだわ
る必要は薄いと考えられる。実際，仙台市では，協議会の構成自治体とはなっていない川崎町との
間にも水資源の利用に関する広域行政連絡協議会を設けており，「仙台都市圏広域行政推進協議会」
の構成自治体に限定されない広域行政組織の形成も十分考えられる。
　こうした既存の広域行政推進組織の現状や仙台市との経済的関係の密接さ，さらには大都市圏の
効率的人口規模との関係を勘案して，本稿では，「仙台大都市圏」の範囲を，仙台市と仙台市への
就業者流出率が 10％以上となっている表 2の 6市 11町 1村の範囲に設定する。
2.4　名古屋市の大都市圏の範囲の設定
　最後に名古屋市の大都市圏の範囲の設定について検討する。表 3は，名古屋市と愛知県西部の
26市 11町 1村が参加している「名古屋市近隣市町村長懇談会」の構成自治体について，名古屋市
への就業者流出率，人口，財政力指数を示したものであり，名古屋市以外の市町村については，名
古屋市への就業者流出率の高い順に並べられている。「名古屋市近隣市町村長懇談会」は，1985年
表 2．仙台大都市圏の範囲設定の基礎資料
市町村名
仙台市への就業者
流出率（％）
仙台都市圏広域
行政推進協議会
人口（人） 財政力指数
1 仙台市 ― ○ 1,082,159 0.89 
2 富谷市 48.3 ○ 51,591 0.78 
3 利府町 43.2 ○ 35,835 0.83 
4 多賀城市 43.1 ○ 62,096 0.68 
5 名取市 41.2 ○ 76,668 0.79 
6 七ヶ浜町 36.7 ○ 18,652 0.60 
7 塩竈市 33.0 ○ 54,187 0.49 
8 大和町 25.3 ○ 28,244 0.73 
9 松島町 25.0 ○ 14,421 0.44 
10 岩沼市 24.5 ○ 44,678 0.80 
11 川崎町 19.8 9,167 0.30 
12 亘理町 18.8 ○ 33,589 0.54 
13 大郷町 17.0 ○ 8,370 0.42 
14 柴田町 14.6 39,525 0.62 
15 大衡村 13.9 ○ 5,703 0.68 
16 大河原町 11.4 23,798 0.61 
17 山元町 10.9 ○ 12,315 0.35 
18 村田町 10.5 11,501 0.42 
就業者流出率 10％以上圏域【仙台大都市圏】 1,612,499 0.61 
仙台都市圏広域行政推進協議会 1,528,508 0.64 
（出所） 総務省『平成 27年国勢調査』，『市町村決算状況調』（平成 27年度），仙台都市。圏広域行政推進協議会『第
5次広域行政計画』より筆者作成。
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表 3．名古屋大都市圏の範囲設定の基礎資料
市町村名
名古屋市への就業者
流出率（％）
名古屋市近隣
市町村長懇談会
人口（人） 財政力指数
1 名古屋市 ― ○ 2,295,638 0.99 
2 大治町 41.6 ○ 30,990 0.84 
3 長久手市 37.8 ○ 57,598 1.04 
4 尾張旭市 36.8 ○ 80,787 0.92 
5 蟹江町 35.9 ○ 37,085 0.89 
6 清須市 35.7 ○ 67,327 0.95 
7 日進市 34.5 ○ 87,977 1.00 
8 北名古屋市 30.2 ○ 84,133 0.97 
9 あま市 29.7 ○ 86,898 0.78 
10 豊山町 25.8 ○ 15,177 1.04 
11 春日井市 25.7 ○ 306,508 0.97 
12 豊明市 24.4 ○ 69,127 0.91 
13 東郷町 23.7 ○ 42,858 0.90 
14 弥富市 23.2 ○ 43,269 0.98 
15 岩倉市 22.8 ○ 47,562 0.80 
16 東海市 21.9 ○ 111,944 1.26 
17 津島市 21.6 ○ 149,765 0.73 
18 飛島村 20.8 ○ 4,397 2.09 
19 愛西市 20.6 ○ 63,088 0.64 
20 稲沢市 20.1 ○ 136,867 0.92 
21 瀬戸市 19.8 ○ 129,046 0.85 
22 大府市 19.5 ○ 89,157 1.06 
23 知多市 18.0 ○ 84,617 0.96 
24 江南市 15.2 ○ 98,359 0.81 
25 扶桑町 15.1 ○ 33,806 0.84 
26 一宮市 15.0 ○ 380,868 0.83 
27 阿久比町 14.3 ○ 27,747 0.82 
28 小牧市 13.0 ○ 149,462 1.15 
29 犬山市 12.5 ○ 56,547 0.91 
30 東浦町 12.3 ○ 49,230 0.95 
31 大口町 11.4 ○ 23,274 1.17 
32 みよし市 11.0 ○ 61,810 1.16 
33 常滑市 10.4 ○ 56,547 0.97 
34 半田市 9.3 ○ 116,908 0.96 
35 刈谷市 8.2 ○ 149,765 1.31 
36 武豊町 7.6 ○ 42,473 0.99 
37 美浜町 7.4 ○ 23,575 0.71 
38 豊田市 3.9 ○ 422,542 1.11 
39 南知多町 3.1 ○ 18,707 0.53 
就業者流出率 10％以上圏域 5,059,465 0.97 
名古屋市近隣市町村長懇談会 5,814,728 0.97 
【名古屋大都市圏Ⅰ】流出率 10％以上（みよし市を除く），半田市，武豊町，美浜町，南知多町 5,199,318 0.95 
就業者流出率 30％以上圏域【名古屋大都市圏Ⅱ】 2,741,535 0.95 
（出所） 総務省『平成 27年国勢調査』，『市町村決算状況調』（平成 27年度），名古屋市「名古屋市近隣市町村長懇談会」
webページより筆者作成。
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度に名古屋市から半径 20km以内に位置する 32市町村（名古屋市を含む）で発足し，2012年度か
ら知多半島の 7市町を加えて，現在の 39市町村の範囲に拡大した。
　「名古屋市近隣市町村長懇談会」は毎年 1回開催され，まちづくりや地域連携などをテーマとし
た講演や構成自治体における事例紹介，首長間での意見交換が行われているが，懇談会を主体とし
た共同事業の運営等は行われておらず，情報交換の場にとどまっている。したがって，懇談会が将
来，大都市圏自治体連携による新たな大都市制度形成の主体となることは考え難い。また，懇談会
の構成自治体には，名古屋市への就業者流出率が 10％を下回り，愛知県内の地域区分においても
名古屋市を含む「尾張地域」とは異なる「西三河地域」に属する豊田市や刈谷市も含まれており，
懇談会の構成自治体の範囲をもって「名古屋大都市圏」とすることには無理がある。さらに，表 3
に掲げた全市町村の人口の合計は 580万人に及び，大都市圏の効率的人口規模を大幅に超えている。
　以上のことから，「名古屋市近隣市町村長懇談会」の構成自治体の範囲を名古屋市の「大都市圏」
の範囲として設定することは適切でないと考えられる。そこで次に，名古屋大都市圏の範囲として，
名古屋市への就業者流出率が 10％以上の自治体の範囲を考えるが，この範囲設定にもいくつかの
問題がある。その一つは，豊田市や刈谷市と同様，愛知県内の地域区分としては「西三河地域」に
含まれる「みよし市」が含まれる点であり，第 2点は，みよし市を除くとしても就業者流出率が
10％以上の自治体のみを名古屋大都市圏の範囲とすると，知多半島中南部の半田市，武豊町，美浜
町，南知多町の 4自治体が，名古屋大都市圏によって愛知県の他の自治体と地理的に分断された地
域として取り残されてしまうことである。将来名古屋大都市圏が広域行政の主体となり，圏域内自
治体が連携して観光事業の推進を図るとすれば，臨海部の豊かな自然を有する知多半島南部を圏域
の一部として包含することが望ましいことも考え合わせると，このような分断地域を残すことは適
切ではない。したがって就業者流出率 10％以上を名古屋大都市圏の範囲設定の基準とするとして
も，例外的に知多半島南部の 4自治体を大都市圏域に加えることが適当である。本稿では，知多半
島中南部の半田市，武豊町，美浜町，南知多町の 4自治体を名古屋市への就業者流出率 10％以上
の自治体に加え，みよし市を除外した 24市 11町 1村（名古屋市を含む）の範囲を名古屋大都市圏
の範囲設定の一つの候補とし，「名古屋大都市圏Ⅰ」と呼ぶ。
　「名古屋大都市圏Ⅰ」は，知多半島を含む「尾張地域」全体を指し，地理的なまとまりとしては
適切な範囲設定である。しかし，「名古屋大都市圏Ⅰ」内の自治体の人口の合計は約 520万人となり，
大都市圏の効率的人口規模の 3倍近くに達している。これは，約 230万人の人口を擁する名古屋市
が含まれていることからやむを得ない面もあるが，名古屋市を含む大都市圏の範囲をより限定して，
2.1で議論した大都市圏の効率性の許容範囲に人口規模を抑えることは可能である。その一つの方
法は，名古屋市への就業者流出率が 30％以上に上り，名古屋市との経済的関係が密接で，日常生
活圏の共有が進んでいると考えられる長久手市，尾張旭市，日進市，清須市，北名古屋市，大治町，
蟹江町と名古屋市との 6市 2町の範囲を名古屋大都市圏と設定することである。この場合には，圏
域内人口は約 274万人となり，大都市圏の効率的人口規模の許容範囲内となる。上記の市町は，名
古屋市の東部，北部，西部の隣接自治体であり，大都市圏が分散していたり，県域を分断したりす
ることもない。圏域内の自治体数が限られており，名古屋市以外の市町は面積が狭隘であるとの感
は免れないが，多様な行政分野において密接な連携関係を築いていく自治体連携の範囲としては現
実性のある大都市圏域であると考えられる。そこで本稿では，上記の 6市町を名古屋市の大都市圏
の範囲設定の第 2の候補として，「名古屋大都市圏Ⅱ」とする。
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３．大都市圏自治体連携の財政的可能性の検討
　本節では，前節で設定した福岡市，仙台市，名古屋市の大都市圏の範囲を前提として，大都市圏
内の自治体が連携して，現在は県が担当している広域行政事務事業をすべて引継ぎ，他方で圏域内
で（圏域内住民に）発生する県の税財源をすべて収納する場合の歳入増加額と歳出増加額との収支
差を算出し，大都市圏内自治体の連携による県からの行財政面での自立が可能となるような財政基
盤が大都市圏に備わっているか否かを検討する。この検討において，収支差がプラスまたは許容可
能なマイナスの範囲に収まったとしても，そのことが直ちに大都市圏自治体連携による県からの独
立をめざす大都市制度構想の実現を意味するわけではない。大都市圏自治体連携による県からの自
立が今後の大都市制度構想として望ましい方向だとしても，その実現のためには，新たな大都市制
度の法制化や県との粘り強い l協議，広域行政の実施体制の構築など乗り越えなければならない多
くの課題がある。本節での検討は，そうした多くの課題の解決に要する多大な努力を費やしても，
大都市圏自治体連携による大都市制度構想が追求する意義のあるものかどうかを検証することを目
的としている。すなわち，大都市圏内の自治体が連携して県からの自立を図る場合に，県から引継
ぐ行政事務事業に要する経費が，県から移譲されることが期待できる圏域内での県税収入等の歳入
額を大幅に上回るならば，県からの自立が大都市圏の住民への公共サービス水準の大幅な低下をも
たらすことになり，大都市圏自治体連携による新たな大都市制度構想を追求する意義は認められな
い。歳入の増加額が経費の増加額を上回って収支差がプラスとなるか，マイナスとなっても広域行
政の効率化や税財源の充実に向けた連携自治体の努力によって補える範囲にとどまる場合にはじめ
て，今後の大都市制度の方向として大都市圏自治体連携の強化は追求すべき意義があると言える。
　大都市圏内の自治体が連携して県から自立する場合に期待できる移譲財源に関しては，大都市圏
域内の県税収入と地方交付税，国庫支出金，地方債等の県税以外の財源に分け，県税収入について
はさらに法人県民税，事業税，軽油引取税からなる企業関係課税と個人県民税，地方消費税，自動
車税等の所得消費関係課税に区分する。その上で，企業関係課税の移譲額については，県の企業関
係課税税収 Tcに，県内全市町村の法人市町村民税収に対する大都市圏域内市町村の法人市町村民
税収の割合（これを企業関係課税按分率 tr
cとする）を乗じて求め，所得消費関係課税の移譲額に
ついては，県の所得消費関係課税税収 Tiに，県の人口に対する大都市圏域内人口の比率（これを
人口比率 nrとする）を乗じて求める。そして，県税収入以外の財源移譲額については，歳出額と
の関係が深いとみなされることから，県税以外の県の歳入額 Rに，県の歳出総額のうち大都市圏
域での県の行政経費に充てられている部分の比率（これを歳出比率 erとする）を乗じて求める。
大都市圏内の市町村が連携して県から自立する場合に期待しうる県からの財源移譲額は以上の 3項
目の合計と考えられるが，他方で，県からの自立は，現在大都市圏内市町村が県から受け取ってい
る県税収入の一部である「県税交付金 K」や公共事業の実施等に当たって県が給付している補助金
である「県支出金 S」は得られなくなることを意味していると考えるべきである。したがって，大
都市圏内市町村が受け取っている県税交付金の県税収入全体に占める割合をγとすれば，
K＝γ（Tc＋Ti）であり，大都市圏の自立に伴って県から移譲される財源（歳入増加額）は，
tr
cTc＋nrTi＋erR－γ（Tc＋Ti）－Sと表される。
　一方，大都市圏内自治体が県から自立する場合に，県から引継ぐ行政事務事業の経費を負担する
必要があり，歳出の増加を被るが，この歳出増加額は，行政の効率性が変化しないならば，現在県
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が大都市圏内で支出している歳出額に相当する。したがって，県の歳出総額を Eとするならば，
大都市圏内市町村が連携して県から自立する場合の歳出増加額は，er Eと表すことができる。
　以上の考察から，大都市圏内の市町村が連携して県から自立する場合の歳入増加額と歳出増加額
との収支差は，tr
cTc＋nrTi＋er（R－E）－γ（Tc＋Ti）－Sと表される。ここで，県の歳入総額と歳出総
額はバランスしていなければならないこと（Tc＋Ti＋R＝E）を考慮し，人口比率と歳出比率の差を
δ（＝nr－er）で表し，さらにδとγが等しいと想定すれば，収支差は，次式のように表される
8）。
 （tr
c－nr）Tc－S （4）
　そこで，以下では，（4）式に基づいて，福岡市，仙台市，名古屋市の大都市圏について，大都市
圏自治体連携による県からの自立に伴う収支差を算出し，これら 3市を中心とする自治体連携が「財
政的可能性」の要件を充たし，将来の大都市制度の方向として意味のある構想であると言えるかど
うかを検証してみよう。
　収支差の試算結果は表 4に示されており，この表の最後の行には，収支差を各大都市圏内市町村
の地方税収合計額で除した割合（％）が「財政的自立度指標」として掲載されている。
　表 4に示された検証結果を見ると，県からの自立に伴う歳入増加額と歳出増加額との収支差は，
いずれの大都市圏でもマイナス（赤字）であり，最も赤字幅の小さい仙台大都市圏でも約 226億円
の赤字であり，福岡大都市圏で約 291億円，名古屋大都市圏Ⅱで約 297億円の赤字，名古屋大都市
圏Ⅰに至っては約 1,482億円の大幅赤字である。［森 2019］における政令指定都市単独での収支差
の試算ではプラス（黒字）であった福岡市や仙台市も近隣市町村との連携を図りながら県からの自
立をめざす場合には財政上の困難さが高まることになる。
8）　［森 2019］において，五大市に関する検討では，大阪市を除き，δとγとの差は極めて小さいことが示されている。
表 4．福岡市，仙台市，名古屋市の大都市圏自治体連携の財政的可能性の検討結果
福岡大都市圏 仙台大都市圏 名古屋大都市圏Ⅰ 名古屋大都市圏Ⅱ
県内人口（人） 5,101,556 2,333,899 7,483,128 7,483,128 
圏域人口（人） 2,507,518 1,612,499 5,199,318 2,741,535 
人口比率（％） 49.15 69.09 69.48 36.64 
企業課税等県税収入（千円） 178,709,660 110,756,599 434,982,489 434,982,490 
県内市町村法人住民税収（千円） 75,281,728 38,326,108 176,418,195 176,418,195
圏域内市町村法人住民税収（千円） 48,328,811 32,375,025 102,853,049 74,819,794
企業課税按分率（％） 64.20 84.47 58.30 42.41 
圏域内市町村への県支出金（千円）  56,006,666 39,605,607 99,615,487 54,862,143
圏域内市町村地方税収（千円） 395,114,978 252,235,035 966,112,532 577,619,100
収支差（千円） ▲ 29,119,365 ▲ 22,568,852 ▲ 148,245,832 ▲ 29,745,132
財政的自立度指標（％） ▲ 7.37 ▲ 8.95 ▲ 15.34 ▲ 5.15
（出所） 総務省『平成 27年国勢調査』，『市町村決算状況調』（平成 27年度），『都道府県決算カード』（平成 27年度）
所収のデータに基づき筆者作成
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　しかし，収支差がマイナスであっても赤字幅が大都市圏内自治体の財政規模に比べて比較的小幅
に収まっているのであれば，大都市圏での広域行政事務の効率化や圏域経済の活性化による税財源
の充実の努力によって，財政上の困難を克服できる可能性は高まる。大都市圏内市町村全体の財政
規模を圏域内市町村の地方税収の総額で表し，これに対する収支差の割合（財政的自立度指標）の
最低許容限度を▲ 10％とするならば，福岡大都市圏，仙台大都市圏及び名古屋大都市圏Ⅱについ
ては，大都市圏自治体連携の財政的可能性はかろうじて認められる状況にあると言える。しかし，
500万人を超える圏域内人口を擁する名古屋大都市圏Ⅰでは，財政的自立度指標の値はマイナス
15％以下となり，大都市圏自治体連携に基づく新たな大都市制度構想は，財政的に見て追求する意
味のない構想となってしまう。名古屋大都市圏を構成する自治体は，大都市圏の範囲の設定方法の
如何にかかわらず，財政力の強い自治体が多い。それにもかかわらず，大都市圏の範囲を広範囲に
設定し圏域内人口が 500万人を超える規模に達すると，圏域内市町村の連携による財政的自立は困
難となる。このことは，大都市圏自治体連携による大都市構想は，経済面，行政面での関係が密接
な比較的コンパクトな圏域から発想していくべきであることを示唆している。
４．おわりに
　本稿では，［森 2019］において，今後の大都市制度の方向として大都市圏内自治体連携による行
政の一元化が望ましいと判断された福岡市，仙台市，名古屋市の 3つの政令指定都市について，県
内市町村から指定都市への就業者の流出状況，既存の自治体間連携組織の活動状況，圏域内市町村
の歳出総額に対する圏域内住民所得の倍率で測った大都市圏の効率性を最大化する人口規模の 3つ
の観点から，大都市圏の範囲の設定を行い，設定された大都市圏内自治体が連携して県からの行財
政上の自立を図る場合に予想される歳入増加額と歳出増加額との収支差を推計して，大都市圏自治
体連携による大都市制度構想が財政的に意義のある制度構想であるか否かを検討した。検討の結果
は，いずれの大都市圏においても，大都市圏内自治体全体の財政規模からすれば許容できる範囲に
収まっていると考えられるが，収支差はマイナスであり，圏域内の人口規模が 500万人以上の名古
屋大都市圏Ⅰでは，自治体連携による大都市圏の自立は，財政的に許容できない大都市制度構想と
なることが判明した。
　以上のように，本稿の検討からは，大都市圏自治体連携による新たな大都市制度構想の財政的可
能性は，大都市圏の範囲をどのように設定するかに依存していることがわかる。名古屋市を中心と
する大都市圏の範囲については，3大都市の一つである名古屋市の大都市圏として相応しい広がり
を持つ地域としては，知多半島を含む尾張地域 全体に及ぶ大都市圏の設定が望ましいが，この広
大な地域の自治体間の行財政面での連携を強力に推進していく組織は萌芽的にも形成されていると
は言い難い状況であり，この大都市圏の設定の下での圏域内の人口は効率的規模をはるかに超えて
おり，自治体間連携によって県からの自立を図ることは非常に困難である。名古屋大都市圏に関す
る本稿でのこのような検討結果を鑑みると，名古屋市の今後の大都市制度構想の展開の方向として
は，非常に密接な経済的関係を持つ比較的少数の隣接市町村と特定の行政分野から始めて次第に分
野を広げていく形で共同事業（広域行政施策）を実施する体制を作っていくことが適切であると考
えられる。これは，新たな大都市制度構想へのアプローチとしては余りに迂遠な方法であるように
見えるが，大都市圏自治体連携の必要性が認識されていながら，連携を推進する仕組みの形成が進
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んでいない名古屋大都市圏の現状を打開するには適切な方向であると考えられる。
　仙台市を中心とする大都市圏の範囲の設定に関しては，圏域内の人口規模，就業者流出率で測っ
た自治体間の経済的関係の緊密さ，既存の自治体間連携組織の存在のどの面から見ても本稿の仙台
大都市圏の設定は妥当であり，この圏域内での自治体間連携の一層の強化を期待したい。しかし，
東日本大震災からの復興が宮城県あるいは東北地方の被災地域全体での最重要課題となっているこ
とや，仙台市を中心とする大都市圏は，どのように設定しても宮城県を分断し，大都市圏が広域行
政の主体となる方向での大都市制度構想が形成され難いことなどのために，仙台都市圏広域行政推
進協議会が，その名称に相応しい広域行政の推進主体として積極的に活動しているとは見なし難い
ことが懸念される。
　本稿で検討した 3地域のうち最も大都市圏内の自治体連携が進んでいると考えられるのは福岡市
を中心とする地域である。福岡都市圏広域行政推進協議会の構成自治体を対象とする大都市圏の範
囲設定は，圏域内人口が大都市圏の効率的人口規模と比べてやや過大である点を除けば，圏域内の
自治体間連携によって広域行政の展開を図るに相応しい地域であると言える。しかし，その福岡大
都市圏についても，県からの自立を図る場合の増加分の財政収支は赤字となり，自治体間連携によ
る広域行政の全面的展開の財政面でのハードルは必ずしも低くはない。しかし，福岡大都市圏にお
いては，自治体間の連携の必要性が強く認識されており，自治体間連携による共同事業の実施も徐々
に拡大されてきている。大都市圏内の自治体間連携が新たな大都市制度の基礎として機能しうるか
どうか，福岡大都市圏の取り組みはその検討材料を提供する貴重な事例となると考えられる。
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要　　旨
　本稿では，［森 2019］において，今後の大都市制度の方向として大都市圏内自治体連携による広域
行政の一元化が望ましいと判断された福岡市，仙台市，名古屋市の 3つの政令指定都市について，県
内市町村から指定都市への就業者の流出状況，既存の自治体間連携組織の活動状況，大都市圏の効率
的人口規模の 3つの観点から，大都市圏の範囲の設定を行った。その上で，設定された大都市圏内自
治体が連携して県からの行財政上の自立を図る場合の歳入増加額と歳出増加額との収支差を推計し
て，大都市圏自治体連携による大都市制度構想の財政的意義を検討した。検討の結果，いずれの大都
市圏においても，圏域内全体の財政規模からば許容できる範囲に収まっているものの，収支差はマイ
ナスであり，大都市圏自治体連携による大都市制度構想が財政的に意義のある制度構想となるために
は，広域行政の効率化や税財源の充実強化に向けた努力が必要であることが明らかとなった。
